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研究成果の概要： 
「空間経済学」は、地理的空間における新たな一般理論を目指して、９０年代初めより、日米

欧の経済学者を中心に急速に発展して来た。本研究は、財の市場を中心として構築されてきた

これまでの空間経済学に、多様な人々の共同による知識の創造・学習・伝播のミクロプロセス

を内生的に導入することにより、グローバル化と知の時代における空間経済学として、理論と

実証分析の両面で大きく進展させることに成功した。 
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１．研究開始当初の背景 
（1）「空間経済学」は都市や産業の集積形成
のミクロ経済理論を中心として、従来の都市
経済学、地域経済学、国際貿易理論などの個
別分野を特殊な場合として含む、空間経済シ
ステムの新たな一般理論の構築を目指すも
のである。この空間経済学の構築は 1990 年
代初めより、日・米・欧における若手の経済
学者を中心として精力的に遂行され、急速に
経済学者一般の注目を集めるに至った。 

（2）しかしながら、現在までの空間経済学
において主として対象とされている人間活
動は、伝統的な経済学において対象とされて
きた財・サービスの生産・交易・消費活動で
ある。空間経済学は、それらの活動を通じて
多数の経済主体間に形成される相互連関（こ
れを E-linkages と呼ぶことにする）、および
それら相互連関全体の市場を通じての自己
組織化によって生まれる、経済活動の空間的
集積力と分散力を理論の中核に据えてきた。
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（3）一方、今世紀に入り、世界の経済は従
来の工業化社会から、広い意味でのイノベー
ションないし知識創造を中心的な活動とす
る、いわゆる Brain Power Sciety に移行し
つつあると思われる。従って、知識創生のミ
クロプロセスを内生化した空間経済学の理
論を構築することができれば、今世紀におけ
る空間経済学として、理論と実証の両面にお
いて大きな進展が期待できる。しかしながら、
当研究を始めた当初には、人間の多様性を内
包した知識創造の動学的な数理経済モデル
は、ほとんど存在していなかった。従って、
本研究の遂行のためには、そのような動学モ
デルの構築が不可欠である。 
 
２．研究の目的 
（1）本研究は、今世紀に入りますます重要
になりつつある、広い意味でのイノベーショ
ンないし知識創造活動に焦点を当て、その舞
台となる様々な「場」およびその母体となる
都市や産業集積の形成と内生的発展のミク
ロプロセスを、複雑適応系モデルの観点から
多角的かつ統一的に分析することにより、
「空間経済学」の格段の発展を達成すること
を目的とする。 
（2）知識の学習と新しい知識の創造は、様々
な場（家庭、学校、職場、産業集積、都市・
地域、友人仲間、専門家仲間、様々なマス・
メディア、インターネットなど）を通じて形
成される様々な頭脳の間の相互連関、これを
K-lingages と呼ぶことにする（ここに K は
広い意味での knowledge を指す）、によって
実現される。この場合、ある場を通じての
K-linkages が有効に働くためには、その場の
参加メンバーの有する知識の間に、ある程度
の共通知識が必要であると同時に、各々のメ
ンバーはある程度の差異化された知識を有
することが不可欠である。一方で、その特定
の場を通じて新たに創られた知識の共有化
およびメンバー間の知識の伝播、さらには各
メンバーの他の場を通じての K-linkages、さ
らには、新たなメンバーの参入ないし退出に
よって、特定の場における知識の多様性はダ
イナミックに変化していく。 
（3）本研究において、様々な場における以
上のような K-linkages を通じての知識の創
造・学習・伝播のミクロプロセス、および各
メンバーの知識の総体としての頭脳の進化
と場における頭脳の多様性の変化を、複雑適
応系として様々にモデル化を試み、その特性
を解析的に、また、シミュレーションを通じ
て分析し、さらに実証研究を通じて検証する。 
（4）さらに、それら K-linkages のモデルを
従来の空間経済学における E-linkages を中
心とするモデルと融合することにより、
Brain Power Society における空間経済学と
して再構築を図る。以上のように拡張された

空間経済学の枠組みのもとで、学習・教育・
イノベーションと経済発展、生産システムの
進化、都市・地域システムの進化、およびア
ジアにおける産業集積の進化について理論
および実証の両面において研究する。 
 
３．研究の方法 
以上の目的を実現するために、日本における
空間経済学の研究を今までリードしてきた
藤田（甲南大学）、田渕（東京大学）および
森（京都大学）に加え、一般均衡動学に基づ
く複雑適応系経済モデルの世界的リーダで
ある西村（京都大学）、日本の自動車産業に
おける生産システムの進化の研究で世界的
な業績を挙げてきた藤本（東京大学）、さら
に空間経済学における新進気鋭の三人の若
手の研究者、濱口（神戸大学）、村田（日本
大学）および山本（大阪大学）、の共同作業
を通じて、以下の五つの個別研究課題を相補
的に関連付けながら、理論と実証分析の両面
から３年間に渡り研究した。 
 
（1）一般的基礎理論：ここでは以下の二つ
の方向から基礎理論の構築を図った。 
①K-linkages モデルの開発：多様な個人間の
K-linkages を通じての、知識の学習・創造・
伝播の動学的プロセスを分析するための数
理経済モデルを開発する。 
②K-linkages と E-linkages の融合：それら
の K-linkages のモデルを従来の空間経済学
における E-linkages を中心とするモデルと
融合することにより、空間経済システムの複
雑適応系としての新たな一般均衡動学モデ
ルを開発する。 
（2）学習・教育・イノベーションと経済発
展：上記(1)の基礎理論をもとに、人的資本形
成のミクロ理論を再構築する。一方では、そ
れを国レベルでのマクロモデルと融合する
ことにより、国際間における技術開発・特化
と技術移転および経済発展について、理論と
実証分析の両面より研究する。 
（3）生産システムの進化：企業を多数の個
人より成る K-linkages の場として再定義す
ることにより、上記(1)(2)と関連させながら、
生産システムのミクロ理論の再構築を図る
とともに、実証研究を行う。 
（4）都市・地域システムの進化：上記(1)～
(3)と連関させて、Brain Power Society にお
ける都市・地域システムの自己組織化と長期
的な変容について、理論構築と実証研究を行
う。 
（5）アジアにおける産業集積の進化：上記(1)
～(4)と関連させながら、多国籍企業を含む国
際地域経済システムのモデルを開発する。さ
らに、それを用いて、アジアにおける国際間
技術移転・特化と産業集積の長期的な変化に
ついての実証研究を行う。 



 

 

４．研究成果 
空間経済学はこれまでも複雑系モデルと

しての理論的枠組のもとで研究されてきた。
しかし、そこにおける基本的な主体である労
働者（＝消費者）および企業は、内生的には
時間とともに本質的に変化しない。従って、
そこにおける複雑系は、主として物理的な世
界を対象として発展してきた、複雑力学系に
近い。それに対して、本研究においては、知
識創造・学習・伝播を通じて経済全体におけ
る人間の多様性が内生的に変化し、空間経済
システム全体は複雑適応系を成す。これは世
界でも最初の試みであり、本研究によって、
今世紀の Brain Power Society における空間
経済学としての飛躍的な発展への、大きな一
歩を達成することができた。また、空間経済
学の研究における、日本のリードを確保する
上においても、大きく貢献することができた。
主要な研究成果は、８０編の論文、および 11
冊の研究書を通じて発表された。具体的な成
果を、五つの個別課題ごとに以下に記す。 
（1）一般的基礎理論：藤田を中心として、
K-linkages（知識創造における人々の間の相
互連関）を通じての知識・学習・伝播のミク
ロプロセスを複雑適応系としてモデル化し
た。その成果の一部は、国際経済学術誌のト
ップランキングに属する International 
Economic Review に Berliant and Fujita 
(2008) 論文として 45ページにわたり掲載さ
れた。この論文は知識の（水平的）多様性を
内生化した最初のミクロ経済学的動学モデ
ルである。さらに、知識創造・伝播のこの基
本モデルと Romer.Helpman型の内生的生成モ
デルと融合し、社会全体における知識労働者
の多様性と社会全体の知識生産性および経
済成長との関連についての論文も完成した。
現在、さらに、それらの基本モデルを他地域
モデルへと拡張しつつある。 
（2）学習・教育・イノベーションと経済発
展：西村と山本を中心として、教育による人
的資本の蓄積が、経済の動学経路におよぼす
影響について分析し、さらに人口を内生化し
た経済変動モデルを構築した。また、複雑系
二国モデルの枠組みで、国際間におけるビジ
ネスサイクルの伝播と外部性の影響を均衡
動学経路の動学的特性として分析した。さら
に、企業集積と研究開発の関連、部門間労働
移動と人的資本の蓄積の関連、また、多国籍
企業の水平的合併について、理論モデルによ
り分析した。それらの成果は２１編の論文お
よび２冊の著書として出版された。特に、西
村和雄・矢野誠(2007)の『マクロ経済動学』
は、2008 年度の日経・経済図書文化賞を受賞
した。 
（3）生産システムの進化：藤本を中心とし
て、広い意味での製造業における製品開発か
ら販売までにおける一連の活動を設計情報

の流れとして一貫して捉えることにより、企
業における組織能力・知識創造・熟練形成・
人材育成について、理論と実証より分析した。
また、アーキテクチャと組織能力がイノベー
ションおよび企業による設計活動の立地選
択に与える影響について、比較優位の観点か
ら実証的に研究した。さらに、組織能力の進
化およびアーキテクチャとコーディネイシ
ョンメカニズムの選択についての実証研究
も行った。それらの成果は、２２編の論文お
よび４冊の著書として出版された。 
（4）都市・地域システムの進化：田渕・森・
村田を中心として、複雑系としての空間モデ
ルの枠組みで、都市の空間構造と貿易の関係、
都市の誕生と消滅のプロセス、都市階層構造、
労働者の技術獲得過程、および産業の地域集
積のメカニズムについて分析した。また、非
同次選好や農業部門の収穫逓減を考慮した
空間経済モデルを新たに構築した。さらに、
地図上において経済集積を検出するための
統計手法を開発し、日本の小分類産業の集積
検出に適用し、その実用性を検証した。また、
日本の都市群における人口規模と産業の多
様性の間の強い相関関係を示した。それらの
成果は、１８編の論文に発表された。 
（5）アジアにおける産業集積の進化：濱口
を中心として、東アジアにおける工程間分業
を通じての生産ネットワークの形成、企業間
の知識情報リンケージと企業集積の要因、産
業集積内における知識労働者のネットワー
クを利用した技術形成と技術政策について
分析した。さらに、東アジアにおける地域統
合の進展とともに、域内分業の発展が国家間
の所得格差を縮小させた一方で、各国内での
産業集積の進展が地域間所得の拡大を引き
起したことを示した。それらの成果は、７編
の論文として発表された。 
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